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1.  平成24年3月期の連結業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 24,678 9.0 3,823 35.7 3,927 35.2 1,306 △18.2
23年3月期 22,633 18.0 2,816 222.2 2,904 177.3 1,596 164.9

（注）包括利益 24年3月期 1,077百万円 （△10.3％） 23年3月期 1,200百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年3月期 61.47 ― 3.5 8.7 15.5
23年3月期 75.15 ― 4.4 6.8 12.4

（参考） 持分法投資損益 24年3月期  ―百万円 23年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 45,728 37,605 81.9 1,762.40
23年3月期 44,220 37,222 83.8 1,744.05

（参考） 自己資本   24年3月期  37,448百万円 23年3月期  37,058百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

24年3月期 2,273 1,051 △757 11,562
23年3月期 3,742 △823 △418 9,185

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年3月期 ― 7.50 ― 16.50 24.00 509 31.9 1.4
24年3月期 ― 16.00 ― 16.00 32.00 679 52.1 1.8
25年3月期(予想) ― 16.00 ― 17.00 33.00 25.3

3. 平成25年 3月期の連結業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 12,810 3.2 1,710 △19.2 1,730 △19.4 1,540 9.9 72.48
通期 25,740 4.3 3,570 △6.6 3,660 △6.8 2,770 112.1 130.36



※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期 21,803,295 株 23年3月期 21,803,295 株
② 期末自己株式数 24年3月期 554,645 株 23年3月期 554,589 株
③ 期中平均株式数 24年3月期 21,248,679 株 23年3月期 21,248,746 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成24年3月期の個別業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 21,307 8.2 1,842 31.5 2,383 38.9 961 △4.8
23年3月期 19,694 20.8 1,400 551.5 1,716 216.1 1,010 157.0

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

24年3月期 45.26 ―
23年3月期 47.54 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 38,007 33,090 87.1 1,557.30
23年3月期 36,812 32,734 88.9 1,540.53

（参考） 自己資本 24年3月期  33,090百万円 23年3月期  32,734百万円

2. 平成25年 3月期の個別業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査の手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく 
財務諸表の監査手続きは終了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 上記の予想は、現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変化等により、 
上記予想値と異なる場合があります。 

売上高 経常利益 当期純利益 1株当たり当期純利
益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 11,180 3.2 990 △17.8 640 △21.3 30.12
通期 22,300 4.7 2,360 △1.0 1,630 69.5 76.71



  

  

○添付資料の目次

１．経営成績 …………………………………………………………………………………………………………………  2
（１）経営成績に関する分析 ……………………………………………………………………………………………  2
（２）財政状態に関する分析 ……………………………………………………………………………………………  3
（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 ……………………………………………………………  4
（４）事業等のリスク ……………………………………………………………………………………………………  4

２．企業集団の状況 …………………………………………………………………………………………………………  6
３．経営方針 …………………………………………………………………………………………………………………  7
（１）会社の経営の基本方針 ……………………………………………………………………………………………  7
（２）目標とする経営指標 ………………………………………………………………………………………………  7
（３）中長期的な会社の経営戦略 ………………………………………………………………………………………  7
（４）会社の対処すべき課題 ……………………………………………………………………………………………  7
（５）その他、会社の経営上重要な事項 ………………………………………………………………………………  7

４．連結財務諸表 ……………………………………………………………………………………………………………  8
（１）連結貸借対照表 ……………………………………………………………………………………………………  8
（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 ………………………………………………………………………  10

連結損益計算書 ……………………………………………………………………………………………………  10
連結包括利益計算書 ………………………………………………………………………………………………  11

（３）連結株主資本等変動計算書 ………………………………………………………………………………………  12
（４）連結キャッシュ・フロー計算書 …………………………………………………………………………………  14
（５）継続企業の前提に関する注記 ……………………………………………………………………………………  16
（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ……………………………………………………………  16
（７）連結財務諸表に関する注記事項 …………………………………………………………………………………  17

（連結貸借対照表関係） ……………………………………………………………………………………………  17
（連結損益計算書関係） ……………………………………………………………………………………………  18
（連結株主資本等変動計算書関係） ………………………………………………………………………………  19
（連結キャッシュ・フロー計算書関係） …………………………………………………………………………  20
（セグメント情報等） ………………………………………………………………………………………………  21
（１株当たり情報） …………………………………………………………………………………………………  24
（重要な後発事象） …………………………………………………………………………………………………  24

５．個別財務諸表 ……………………………………………………………………………………………………………  25
（１）貸借対照表 …………………………………………………………………………………………………………  25
（２）損益計算書 …………………………………………………………………………………………………………  28
（３）株主資本等変動計算書 ……………………………………………………………………………………………  31
（４）継続企業の前提に関する注記 ……………………………………………………………………………………  33

６．その他 ……………………………………………………………………………………………………………………  33
   役員の異動 …………………………………………………………………………………………………………  33



(1）経営成績に関する分析 

当連結会計年度における日本経済は、昨年３月に発生した東日本大震災からスタートし、夏は原発事故に伴う深

刻な電力不足、秋にはタイ国の大規模な洪水と自然災害や事故への対応に翻弄された１年でした。また、米国の雇用

不安、欧州債務危機の顕在化、中国経済の成長率鈍化などによる世界的な景気減速、さらに一時は対ドル相場75円台

の最高値を更新する歴史的な円高もあって、輸出製造業を中心に厳しい局面が続きました。 

しかし、今年に入って欧州債務危機が一段落し、米国経済の堅調さを示す指標が相次ぎました。その後、日銀が

２月半ばに物価上昇率１％を目処とする事実上のインフレ目標の設定を発表したのを受けて、為替は超円高の是正が

進みました。円相場は今なお高い水準にありますが、内需は持ち直しつつあり、日本の景気は今年に入って足踏み状

態から抜け出し、緩やかながら回復に転じています。 

このような経営環境の中、当社グループは、国内ではサプライチェーンをいち早く復旧させた自動車業界、半導

体業界からの受注が堅調を持続したこと、鉄骨加工工具・刃物の需要好転、さらに海外では新興国市場向けが堅調だ

ったことに支えられ、全体として業況が大きく好転しました。この結果、平成24年３月期第１四半期連結累計期間は

売上高、営業利益、純利益とも前年度同期間比で大幅な改善となり、昨年８月４日に平成24年３月期業績予想の上方

修正を発表いたしました。 

しかし昨年10月には、タイ国で発生した洪水によりアユタヤ県ロジャナ工業団地にある当社生産子会社のNITTO 

KOHKI（THAILAND）とNITTO KOHKI COUPLING（THAILAND）に浸水被害が生じ、操業を停止しました。対応策として、

栃木日東工器を中心に日本で代替生産を行うと同時に、浸水した工場設備の修復にも取り組み、今年４月から現地生

産を順次再開するに至っています。この災害による建物や製造装置、たな卸資産などの損失として、平成24年３月期

において２億83百万円計上しました。 

また、東京国税局より平成18年３月期～平成22年３月期の当社と米国子会社NITTO KOHKI U.S.AおよびMEDO U.S.A

との取引に関して、移転価格税制による更正処分通知を受ける見込みとなり、平成24年３月期において５億15百万円

の法人税等の見積計上を行いました。当社は適切な納税を行ってきたと認識しており、税務当局の指摘は承服できる

ものではなく、速やかに異議申立書を当局に提出するとともに、二重課税防止の観点から日米政府間の相互協議の申

し立てを行います。 

こうした最近の動向を踏まえ、昨年８月４日に公表した業績予想を平成24年４月24日に再度修正いたしました。 

配当金につきましては、当社は連結配当性向30％を目処としておりますが、業績予想値とその修正理由を勘案し

た結果、昨年８月に公表しました配当予想値を変更せず１株あたり中間配当金16円、期末配当金16円（年間配当金32

円）としました。これは「移転価格税制に関する指摘は当社が納得のいくものでなく、今後の日米税務当局の相互協

議により還付される可能性があること」および「タイ洪水による損失は、付保している保険で全てではないが補填さ

れる見込みであること」から、いずれも配当に反映させないことにしたものです。こうした方針に基づき、移転価格

税制の相互協議による還付金の発生、タイ洪水被害の保険による補填があった場合も、同様に配当に反映させない予

定です。 

当連結会計年度の売上高は246億78百万円となり、前連結会計年度226億33百万円と比較すると9.0%の増収となり

ました。営業利益は38億23百万円となり、同28億16百万円と比較すると35.7%の増益、経常利益は39億27百万円とな

り、同29億４百万円と比較すると35.2%の増益、当期純利益は13億６百万円となり、同15億96百万円と比較すると

18.2%の減益となりました。 

  

事業のセグメント別の業績は、次のとおりです。 

［迅速流体継手事業］ 

国内市場は、自動車や半導体、工作機械など製造業向けがいち早く回復し、特別注文品の引合いも活発化するな

ど、需要が底堅く推移しました。海外市場では、米州とアジア新興国や資源国市場を中心に設備投資需要が伸びまし

た。その結果、売上高は97億２百万円（前連結会計年度比9.0%の増収）となりました。売り上げの増加によって、セ

グメント利益は17億87百万円（同30.5%の増益）となりました。 

［機械工具事業］ 

国内市場は、建設・土木など鉄骨加工向け需要が長く低迷していましたが、東日本大震災の復旧・復興工事もあ

って建築や金属加工向けの工具・刃物が回復に向かいました。海外市場では、主に鋼材加工機の需要が増加しまし

た。その結果、売上高は89億71百万円（同10.2%の増収）となりました。売り上げの増加によって、セグメント利益

は13億62百万円（同54.0%の増益）となりました。 

［リニア駆動ポンプ事業］ 

国内市場は、健康機器と浄化槽ブロワの需要が大幅に増加しましたが、海外市場における機器組込用のコンプレ

ッサの需要が低迷しました。その結果、売上高は39億54百万円（同6.8%の増収）に留まりました。利益面では売り上

げの増加によって、セグメント利益は５億81百万円（同12.0%の増益）となりました。 

１．経営成績



［建築機器事業］ 

国内市場は、オフィスビルや住宅の建築着工件数が低迷している中で、主力の中心吊りオートヒンジが健闘し、

引き戸用クローザも好調でした。海外市場もまだ小規模ながら販売が伸びたことによって、売上高は20億50百万円

（同8.7%の増収）となりました。利益面では、厳しい価格競争が続いていますが、売り上げ増加とコストダウンによ

ってセグメント利益は92百万円（同115.8%の増益）となりました。 

  

海外売上高は83億21百万円（前連結会計年度比7.2%の増収）、海外売上高が連結売上高に占める割合は33.7％と

なりました。 

 次期の見通しにつきましては、当社グループを取り巻く事業環境は、新興国の成長見通しは総じて良好と予想さ

れ、世界経済が回復に向かう構図が明確になっていると考えております。日本経済は、デフレ脱出の課題を抱えてお

りますが、中国を含む新興国の成長に支えられ外需主導で緩やかな拡大が続くと予想しております。一方、国内需要

は勢いに欠けることも予測され、先行きの見通しは未だに不透明と考えております。 

 当社グループは、このような事業環境であることを認識しコストダウンに努めるとともに、短期的な景況にとらわ

れることなく、継続して研究開発・市場開拓・人材育成に努め、将来への種まきに努めてまいります。       

  

(2）財政状態に関する分析 

 ① 資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末の資産残高は、前連結会計年度末に比べて15億７百万円（前連結年度末比3.4%）増加し457億28

百万円となりました。これは主に受取手形及び売掛金の増加４億97百万円、現金及び預金の増加３億８百万円、原材

料及び貯蔵品の増加２億70百万円、商品及び製品の増加２億67百万円、建物及び構築物の減少３億35百万円によるも

のであります。 

負債残高は、前連結会計年度末に比べて11億23百万円（前連結会計年度比16.1%）増加し81億22百万円となりまし

た。これは主に支払手形及び買掛金の増加４億51百万円、未払法人税等の増加３億46百万円、退職給付引当金の増加

１億67百万円によるものであります。 

純資産残高は、前連結会計年度末に比べて３億83百万円（前連結会計年度比1.0%）増加し376億５百万円となりま

した。これは主に利益剰余金の増加６億15百万円、為替換算調整勘定の減少３億10百万円によるものであります。 

     ② キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、定期預金の預入による支

出213億44百万円、法人税等の支払額17億98百万円、有形固定資産の取得による支出９億87百万円、たな卸資産の増

加６億88百万円、配当金の支払額６億91百万円、売上債権の増加額５億42百万円等による減少があったものの、定期

預金の払戻による収入234億12百万円、税金等調整前当期純利益36億24百万円、減価償却費９億32百万円等による増

加があったため、前連結会計年度末より23億76百万円増加し、当連結会計年度末には115億62百万円となりました。 

    ＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞ 

当連結会計年度における営業活動の結果得られた資金は、22億73百万円（前連結会計年度比39.3%減）となりまし

た。これは、主に法人税等の支払額17億98百万円、たな卸資産の増加額６億88百万円、売上債権の増加額５億42百万

円等による資金の減少があったものの、税金等調整前当期純利益36億24百万円、減価償却費９億32百万円、仕入債務

の増加額４億96百万円等の資金の増加があったことによるものであります。 

    ＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞ 

当連結会計年度における投資活動の結果得られた資金は、10億51百万円（前連結会計年度は、使用した資金８億23

百万円）となりました。これは、主に定期預金の預入による支出213億44百万円、有形固定資産の取得による支出９

億87百万円等による資金の減少があったものの、定期預金の払戻による収入234億12百万円等による資金の増加があ

ったことによるものであります。 

    ＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞ 

当連結会計年度における財務活動の結果使用した資金は、７億57百万円（前連結会計年度比80.9%増）となりまし

た。これは主に配当金の支払い６億91百万円、リース債務の返済による支出61百万円等によるものであります。 



 当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは、次のとおりであります。 

 上記各指標の算式は以下のとおりであります。 

自己資本比率＝自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率＝株式時価総額／総資産 

債務償還年数＝有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ＝営業キャッシュ・フロー／利払い 

   （注１）各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

   （注２）株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算しております。 

   （注３）営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用 

           しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っているすべて 

           の負債（ただし、リース債務をのぞく）を対象としております。 

           また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社の利益配分につきましては、当社グループ全体の将来の事業展開を見据えた設備投資・新技術の開発・新事業

分野の開拓等に必要な資金確保と、近年多発している自然災害等の緊急時にも事業を継続するための内部留保を充実

し、併せて株主の皆様にも安定的な利益還元に努めることを基本方針としており、この基本方針に基づき当社は、連

結当期純利益の30％を目処に配当することとしております。   

 しかしながら当期末の配当につきましては、移転価格税制に関する税金の引き当ては今後の日米税務当局の相互協

議により還付される可能性があることと、タイ国の洪水の損失計上は今後の保険金により充填される見込みであるこ

とから、これらの損失分は配当計算から除き、平成23年８月４日に公表しましたとおり１株につき期末配当16円とす

る予定です。すでに中間配当として普通配当16円を実施していますので、当期の年間配当は１株につき普通配当32円

となる予定です。 

 平成25年３月期の配当につきましては、１株につき普通配当として中間配当16円、期末配当17円とし、年間配当は

33円を予定しています。なお、今後、税金の還付及び保険収入があった場合も当期と同様に配当計算から除いて配当

する予定です。 

(4）事業等のリスク 

イ）取引先の信用リスク 

 当社グループは、主に代理店を通じて販売しております。これらの取引先は、長年継続して取引している信用の

おける企業が大半を占めており、社内規程（与信管理）に従って売掛債権の保全に努めて、リスクを最小限に抑え

ております。 

 しかしながら、取引先に不測の事態が万一発生した場合には、売掛債権の貸倒れ損失および販売ルートを一時的

に失うことによる売上げ減少リスクがあります。 

ロ）為替変動リスク 

 当社グループは、平成25年３月期の為替レートを１米ドル77.5円、１英ポンド120円、１ユーロ100円、１タイバ

ーツ2.60円、100ウオン７円、１豪ドル80円と想定して予算を策定しています。仮に米ドルの為替変動が他の通貨に

も連動するものとし、円高が小幅な場合を仮定すると、海外販売子会社への売上高減少・利益減少、海外製造子会

社からの仕入高減少・利益増加となり、利益が相殺されることにより、当社の利益に与える影響は軽微となりま

す。 

 近年は各国通貨の振れ幅が大きくなり、為替変動による影響額の予測が難しくなっております。販売子会社があ

る米州、欧州、豪州の通貨に対して、円安に振れると売上高・利益共に押し上げ効果があります。一方、海外製造

子会社があるタイ通貨に対して円安に振れると、原価が上昇し利益を押し下げます。 

  平成23年３月期 平成24年３月期 

自己資本比率（％）  83.8  81.9

時価ベースの自己資本比率（％）  101.4  85.2

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 

（債務償還年数） 
 －  －

インタレスト・カバレッジ・レシオ  5,983.5  7,821.7



ハ）素材の仕入価格の高騰リスク 

 当社グループは鉄、ステンレス、真鍮、アルミなど各種の素材を使用した製品を製造しております。資源国から

輸入される素材の値上り、原油価格上昇による素材の高騰、復興需要による資材の値上げなど、素材価格が上昇す

ることも考えられます。素材価格の値上り分は一部の製品には価格転嫁を行いますが、原価率の上昇は避けられな

い状況も考えられます。当社グループはコストダウンに鋭意努力してまいりますが、今後素材価格が上昇する場合

は、利益を押し下げるリスクがあります。 

ニ）海外製造拠点における製造不能リスク 

 当社グループは、タイ国に製造子会社を有しており、迅速流体継手、リニア駆動ポンプの製品の一部を当該会社

に製造委託しております。タイ国において、予期しない法律または規制の変更、政情不安・テロ・暴動・戦争、自

然災害・新型インフルエンザ等の不可抗力による事故が発生した場合は、当社への製品供給が一時滞ることもあり

得るため、当社グループの業績に影響を与えるリスクがあります。 

ホ）協力会社の確保リスク 

 当社グループは、協力会社に製造の一部を委託しております。当社グループは、今後とも協力会社を活用してい

く方針でありますが、必要となる技術を保有する協力会社を確保できなくなった場合は、当社グループの業績に影

響を与えるリスクがあります。 

ヘ）災害リスク 

 地震、台風その他の自然災害によって、正常な事業活動ができなくなるリスクがあります。 

 また、新型インフルエンザ等の伝染病が日本国内で大流行した場合は、従業員への感染などで正常な事業活動が

継続できない状況が発生する恐れがあり、当社グループの経営成績および財政状態に影響を与えるリスクがありま

す。 

  



  

  

   

 

  

  

２．企業集団の状況



1）経営の基本方針 

 当社は、創立以来「開発は企業の保険なり」の社是のもと、事業活動に取り組み、産業界の省力・省人化、作業環

境の改善を通じて社会に貢献することを基本方針に掲げております。この基本方針に基づいて、高機能・高品質・高

信頼性の製品づくりに努め、モノづくり日本を支えるメーカーとして持続可能な成長を続け、企業価値を高めてまい

ります。 

2）目標とする経営指標 

 当社は、総資産経常利益率（ＲＯＡ）を経営指標としております。当連結会計年度の連結ＲＯＡは8.7％の実績で

したが、中期的には通期での連結ＲＯＡ15％達成を目指しております。 

3）中長期的な経営戦略 

 当社の中長期的な経営戦略は、お客様に喜んでいただける「ホンモノ」のモノづくりによる企業文化を継承し、技

術力世界一、独創的なオンリーワン製品の開発、日東工器ブランドの向上、さらには企業価値の向上を目指すことで

あります。 

4）会社が対処すべき課題 

  当社グループは以下のような施策を計画しています。 

 研究開発面では、中・長期的な視点で必要な経営資源を投入し、当社の得意な分野での研究に取り組み、売上高に

占める新製品の比率を高めていきます。具体的には、既存製品のさらなる充実に努めるのと併行して、環境や食品分

野など新しい用途開発に注力します。また海外向け製品を拡充し、新興国市場の実情に適合する製品を開発していき

ます。 

 生産面においては、長期的な観点に立った設備投資により、業務の効率化や内作比率の向上によるコストダウンを

図ります。また不断の品質向上に努めて、ブランド力のさらなる強化を期してまいります。なお、タイ生産子会社２

社（NITTO KOHKI（THAILAND）、NITTO KOHKI COUPLING（THAILAND））につきましては、洪水対策を講じた２階建て

新社屋を建築します。 

 販売面においては、国内市場では東部・中部・西部それぞれの地域特性に合った販売体制をとるとともに、既存販

売ルートの活性化に取り組みます。またキャラバンカー・出前フェアなどを通じて地元密着型の営業を推進、併せて

ユーザーに的確なソリューションを提供することで新規需要を掘り起こしてまいります。海外市場では、現地法人や

代理店などのローカルスタッフの強化および既存販路の整備を進めるとともに、新興国の販路開拓にも重点的に取り

組んでいきます。 

 建築機器事業部は、市場の要求する新製品をタイムリーに投入して、新規用途を開発していきます。住宅・オフィ

スビル市場では、依然としてドアクローザなど建築機器の価格を含めた激しい競合が続いていますが、当社が強みを

発揮している中心吊を軸に、バリアフリーの観点から病院や公共施設などで採用が増えている引戸用クローザ市場の

開拓にも力を入れていきます。 

5）その他経営上の重要事項 

 特筆すべき事項はありません。 

  

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 17,238 17,547

受取手形及び売掛金 5,581 ※2  6,078

有価証券 2,999 2,999

商品及び製品 2,538 2,806

仕掛品 177 244

原材料及び貯蔵品 1,625 1,895

繰延税金資産 696 678

その他 228 228

貸倒引当金 △12 △3

流動資産合計 31,073 32,474

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 9,647 9,584

減価償却累計額 △4,197 △4,469

建物及び構築物（純額） 5,450 5,115

機械装置及び運搬具 2,727 2,786

減価償却累計額 △2,158 △2,217

機械装置及び運搬具（純額） 568 569

工具、器具及び備品 5,439 5,721

減価償却累計額 △4,954 △5,127

工具、器具及び備品（純額） 485 593

土地 4,072 4,091

リース資産 323 466

減価償却累計額 △77 △139

リース資産（純額） 245 327

建設仮勘定 35 296

有形固定資産合計 10,858 10,993

無形固定資産   

その他 147 128

無形固定資産合計 147 128

投資その他の資産   

投資有価証券 1,020 1,153

長期貸付金 178 170

繰延税金資産 707 577

その他 250 246

貸倒引当金 △15 △15

投資その他の資産合計 2,141 2,132

固定資産合計 13,147 13,253

資産合計 44,220 45,728



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,948 ※2  2,399

リース債務 54 71

未払法人税等 1,115 1,462

賞与引当金 526 552

役員賞与引当金 12 13

その他 1,111 1,149

流動負債合計 4,768 5,649

固定負債   

リース債務 191 255

退職給付引当金 1,681 1,848

役員退職慰労引当金 168 200

資産除去債務 25 25

その他 163 143

固定負債合計 2,229 2,473

負債合計 6,998 8,122

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,850 1,850

資本剰余金 1,925 1,925

利益剰余金 35,371 35,987

自己株式 △916 △916

株主資本合計 38,231 38,846

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 123 208

為替換算調整勘定 △1,296 △1,607

その他の包括利益累計額合計 △1,172 △1,398

少数株主持分 163 157

純資産合計 37,222 37,605

負債純資産合計 44,220 45,728



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高 22,633 24,678

売上原価 ※1  12,006 ※1  12,829

売上総利益 10,627 11,849

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 2,171 2,232

賞与引当金繰入額 278 301

退職給付費用 224 239

役員退職慰労引当金繰入額 31 31

販売促進費 626 642

研究開発費 ※2  785 ※2  691

その他 3,692 3,886

販売費及び一般管理費合計 7,810 8,025

営業利益 2,816 3,823

営業外収益   

受取利息 79 80

受取配当金 18 22

為替差益 － 2

家賃収入 39 43

助成金収入 16 －

その他 52 68

営業外収益合計 205 217

営業外費用   

支払利息 0 －

売上割引 81 89

為替差損 28 －

その他 7 24

営業外費用合計 117 113

経常利益 2,904 3,927

特別利益   

固定資産売却益 ※3  4 －

特別利益合計 4 －

特別損失   

固定資産除却損 8 －

固定資産売却損 ※4  0 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 17 －

災害による損失 41 ※6  303

減損損失 ※5  6 －

退職給付費用 115 －

特別損失合計 188 303

税金等調整前当期純利益 2,719 3,624

法人税、住民税及び事業税 1,268 1,688

過年度法人税等 115 ※7  515

法人税等調整額 △268 107

法人税等合計 1,115 2,311

少数株主損益調整前当期純利益 1,604 1,312

少数株主利益 7 6

当期純利益 1,596 1,306



（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 1,604 1,312

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 0 85

為替換算調整勘定 △403 △320

その他の包括利益合計 △403 △235

包括利益 1,200 1,077

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 1,209 1,080

少数株主に係る包括利益 △8 △2



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 1,850 1,850

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,850 1,850

資本剰余金   

当期首残高 1,925 1,925

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,925 1,925

利益剰余金   

当期首残高 34,146 35,371

当期変動額   

剰余金の配当 △371 △690

当期純利益 1,596 1,306

当期変動額合計 1,225 615

当期末残高 35,371 35,987

自己株式   

当期首残高 △916 △916

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △916 △916

株主資本合計   

当期首残高 37,006 38,231

当期変動額   

剰余金の配当 △371 △690

当期純利益 1,596 1,306

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 1,224 615

当期末残高 38,231 38,846



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 123 123

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 0 85

当期変動額合計 0 85

当期末残高 123 208

為替換算調整勘定   

当期首残高 △908 △1,296

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △387 △310

当期変動額合計 △387 △310

当期末残高 △1,296 △1,607

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △785 △1,172

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △387 △225

当期変動額合計 △387 △225

当期末残高 △1,172 △1,398

少数株主持分   

当期首残高 173 163

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △9 △6

当期変動額合計 △9 △6

当期末残高 163 157

純資産合計   

当期首残高 36,394 37,222

当期変動額   

剰余金の配当 △371 △690

当期純利益 1,596 1,306

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △397 △231

当期変動額合計 827 383

当期末残高 37,222 37,605



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 2,719 3,624

減価償却費 970 932

長期前払費用償却額 14 13

退職給付引当金の増減額（△は減少） 295 168

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 22 31

賞与引当金の増減額（△は減少） △23 26

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1 △8

受取利息及び受取配当金 △97 △103

支払利息 0 －

為替差損益（△は益） 0 △11

減損損失 6 －

有形固定資産除却損 8 －

有形固定資産売却損 0 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 17 －

有形固定資産売却益 △4 －

売上債権の増減額（△は増加） △853 △542

たな卸資産の増減額（△は増加） 88 △688

その他の流動資産の増減額（△は増加） △11 △37

仕入債務の増減額（△は減少） 336 496

未払消費税等の増減額（△は減少） 98 △93

その他の流動負債の増減額（△は減少） 171 78

その他の固定負債の増減額（△は減少） △24 △20

その他 28 104

小計 3,768 3,971

利息及び配当金の受取額 93 100

利息の支払額 △0 －

法人税等の支払額 △119 △1,798

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,742 2,273

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △24,571 △21,344

定期預金の払戻による収入 24,286 23,412

投資有価証券の取得による支出 △9 △11

有形固定資産の取得による支出 △512 △987

有形固定資産の売却による収入 11 5

無形固定資産の取得による支出 △31 △27

長期前払費用の取得による支出 △16 △5

貸付けによる支出 △4 △17

貸付金の回収による収入 30 25

その他 △4 2

投資活動によるキャッシュ・フロー △823 1,051



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △0 △0

少数株主への配当金の支払額 △0 △3

配当金の支払額 △372 △691

リース債務の返済による支出 △45 △61

財務活動によるキャッシュ・フロー △418 △757

現金及び現金同等物に係る換算差額 △237 △191

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,262 2,376

現金及び現金同等物の期首残高 6,922 9,185

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  9,185 ※1  11,562



該当事項はありません。 

  

（5）継続企業の前提に関する注記

（6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  
当連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社数         14社 

連結子会社名は、「２．企業集団の状況」に記載しているため、省略します。 

  (2）主要な非連結子会社の名称等 

該当事項はありません。 

２．持分法の適用に関する事項 持分法適用会社はありません。 

３．連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

連結子会社のうち、次の各社の決算日は12月31日であります。 

NITTO KOHKI U.S.A.,INC. 

NITTO KOHKI EUROPE CO.,LTD. 

MEDO U.S.A.,INC. 

NITTO KOHKI DEUTSCHLAND GMBH 

NITTO KOHKI(THAILAND)CO.,LTD. 

NITTO KOHKI AUSTRALIA PTY.,LTD. 

NITTO KOHKI AUSTRALIA MFG.PTY.,LTD. 

日東工器－美進㈱ 

UNIVERSAL DRILLING & CUTTING EQUIPMENT LTD. 

NITTO KOHKI COUPLING (THAILAND) CO.,LTD. 

  連結財務諸表の作成に当たっては、12月31日決算日現在の財務諸表を採用し、平

成24年１月１日から連結決算日平成24年３月31日までの間に生じた重要な取引に

ついては連結上必要な調整を行っております。 

４．会計処理基準に関する事項 (1）重要な資産の評価基準および評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

  ② デリバティブ 

時価法 

  ③ たな卸資産…商品及び製品・仕掛品・原材料及び貯蔵品  

当社および国内連結子会社は主として総平均法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を、また在外連結子会

社は主として移動平均法による低価法により評価しております。  

  (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産をのぞく） 

当社および国内連結子会社は定率法、在外連結子会社は定額法によってお

ります。 

ただし、当社および国内連結子会社は平成10年４月１日以降に取得した建

物（附属設備をのぞく）は、定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物   15年～50年 

機械装置及び運搬具 ４年～10年 

  ② 無形固定資産（リース資産をのぞく） 

 定額法によっております。 



   

  
当連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

  ③ リース資産 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（リース契約に残価保証の取

決めがある場合は、当該残価保証額）とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた処理によっております。   

  (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、ま

た、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し回

収不能見込額を計上しております。 

  ② 賞与引当金 

当社および国内連結子会社は従業員に対して支給する賞与に充てるため、

将来の支給見込み額のうち当連結会計年度負担額を計上しております。 

  ③ 役員賞与引当金 

当社および国内連結子会社は役員賞与の支出に備えて、支給見込み額を計

上しております。 

  ④ 退職給付引当金 

当社および一部の連結子会社は従業員の退職給付に備えるため、当連結会

計年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額を、発生の翌

連結会計年度から費用処理することとしております。 

また、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定

の年数（５年）による均等額を費用処理しております。 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

当社および一部の国内連結子会社は役員の退職慰労金の支払に備えるた

め、内規による当連結会計年度末要支給額を計上しております。 

  （4）重要な外貨建ての資産および負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建て金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、 換算差額は損益として処理しております。 

なお、在外子会社の資産および負債ならびに収益および費用は当該会社の

決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部におけ

る為替換算調整勘定および少数株主持分に含めております。  

  (5) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３カ月以内に償

還期限の到来する短期投資からなっております。 

  (6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

税抜き方式によっております。 

（7）連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

１．受取手形裏書譲渡高  5百万円

※２．連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、当連結会計年度の末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理してお

ります。当連結会計年度末日満期手形の金額は、次

のとおりであります。 

１．受取手形裏書譲渡高  5百万円

受取手形 250百万円

支払手形 402百万円



  

  

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

※１．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれ

ております。                    百万円 67

※１．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれ

ております。                    百万円 89

※２．研究開発費の総額 785百万円 ※２．研究開発費の総額 691百万円

※３．固定資産売却益の内容は次のとおりです。 ――――――――― 

機械装置及び運搬具       百万円3

工具、器具及び備品       百万円0

合計       百万円4

           

           

           

※４．固定資産売却損の内容は次のとおりです。 ――――――――― 

機械装置及び運搬具      百万円0

合計       百万円0

          

           

 ※５．減損損失 

 ―――――――――  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

―――――――――  

 

  

当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しました。 

場所 用途 種類 金額

白河日東工器（株） 

（福島県白河市） 
遊休地 

土地 

建物  
  百万円

百万円

4

1

当社グループは、製造拠点については当該拠点別

に、販売拠点および本社並びに社宅等については共用

資産として資産のグルーピングをしております。 

当社の子会社の白河日東工器（株）は、遊休資産の

売却の意思決定を行ったことに伴い、帳簿価額を回収

可能額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別

損失に計上しております。 

なお、回収可能価額は正味売却価額により算定して

おり、公示価格、相続税路線価並びに売買事例等を勘

案した合理的な見積りにより評価しております。 

 ――――――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

※６．災害による損失 

  主に平成23年10月に発生したタイの洪水に伴う損失

額を「災害による損失」として計上しております。な

お、タイの洪水被害に関連した保険金受取額が現時点

において確定していないため、保険金収入を計上して

おりません。 

損失額の主な内訳は次のとおりであります。 

  固定資産の除却損   114百万円  

  固定資産の修繕費     14百万円 

  たな卸資産の損失    150百万円 

  操業停止中の固定費   23百万円 

※７．過年度法人税等 

 当社と米国子会社NITTO KOHKI U.S.A.,INC.および

MEDO U.S.A.,INC.との取引に関して、東京国税局より

移転価格税制による更正処分通知を受ける見込みとな

りました。これに伴う法人税等の見積計上でありま

す。 

  

  

  



前連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取108株によるものであります。   

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

（2） 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
当連結会計年度期
首株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  21,803,295  －  －  21,803,295

合計  21,803,295  －  －  21,803,295

自己株式         

普通株式    554,481  108  －  554,589

合計  554,481  108  －  554,589

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年６月22日 

定時株主総会 
普通株式  212  10 平成22年３月31日 平成22年6月23日 

平成22年11月４日 

取締役会 
普通株式  159  7.5 平成22年９月30日 平成22年12月６日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年６月21日 

定時株主総会 
普通株式  350  利益剰余金  16.5 平成23年３月31日 平成23年６月22日



当連結会計年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取56株によるものであります。   

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

（2） 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの 

  

  

  
当連結会計年度期
首株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  21,803,295  －  －  21,803,295

合計  21,803,295  －  －  21,803,295

自己株式         

普通株式    554,589  56  －  554,645

合計  554,589  56  －  554,645

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年６月21日 

定時株主総会 
普通株式  350  16.5 平成23年３月31日 平成23年6月22日 

平成23年11月４日 

取締役会 
普通株式  339  16.0 平成23年９月30日 平成23年12月５日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成24年６月19日 

定時株主総会 
普通株式  339  利益剰余金  16.0 平成24年３月31日 平成24年６月20日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成23年３月31日現在） （平成24年３月31日現在）

  （百万円）

現金及び預金勘定 17,238

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △11,052

有価証券の現金同等物 2,999

現金及び現金同等物 9,185

  （百万円）

現金及び預金勘定 17,547

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △8,984

有価証券の現金同等物 2,999

現金及び現金同等物 11,562



 １．報告セグメントの概要  

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経

営資源の配分決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。当

社は、商品別に事業部を置き、各事業部は、取り扱う製品の開発・製造に関する戦略を立案し、事業展開を

行っております。 

 したがって、当社は、「迅速流体継手事業」、「機械工具事業」、「リニア駆動ポンプ事業」、「建築機

器事業」の４つを報告セグメントとしております。 

「迅速流体継手事業」は、主に産業用の流体配管をワンタッチで着脱する継ぎ手の開発・製造・販売を

しております。 

 「機械工具事業」は、省力化機械工具の開発・製造・販売をしております。  

「リニア駆動ポンプ事業」は、主に浄化槽用のブロワ、健康機器・医療機器に組み込む小型の省力化ポ

ンプの開発・製造・販売をしております。  

 「建築機器事業」は、主にアームレスのドアクローザの開発・製造・販売をしております。 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であります。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

Ⅰ 前連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

 （注）１ セグメント利益の合計額は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

        ２ セグメント資産及び負債については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための対象と

はなっていないため記載しておりません。  

       ３ 減価償却費には長期前払費用に係る償却額が含まれております。 

  

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報

  （単位：百万円）

  

報告セグメント 

合計 
迅速流体 
継手 

機械工具 
リニア駆動
ポンプ 

建築機器 

売上高           

外部顧客への売上高  8,901  8,141  3,704  1,886  22,633

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

－ － － － － 

計  8,901  8,141  3,704  1,886  22,633

セグメント利益  1,369  884  519  42  2,816

その他の項目  

減価償却費  338  342  211  92  985



Ⅱ 当連結会計年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

 （注）１ セグメント利益の合計額は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

        ２ セグメント資産及び負債については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための対象と

はなっていないため記載しておりません。  

       ３ 減価償却費には長期前払費用に係る償却額が含まれております。 

  

Ⅰ 前連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

（単位：百万円）

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。  

(2）有形固定資産 

（単位：百万円）

３．主要な顧客ごとの情報 

（単位：百万円） 

  

  （単位：百万円）

  

報告セグメント 

合計 
迅速流体 
継手 

機械工具 
リニア駆動
ポンプ 

建築機器 

売上高           

外部顧客への売上高  9,702  8,971  3,954  2,050  24,678

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

 －  －  －  －  －

計  9,702  8,971  3,954  2,050  24,678

セグメント利益  1,787  1,362  581  92  3,823

その他の項目  

減価償却費  314  319  218  93  945

ｂ．関連情報

日本 北米  東南アジア ヨーロッパ その他  合計 

 14,873  1,481  3,050  1,828  1,399  22,633

日本 北米  東南アジア ヨーロッパ その他  合計 

 10,148  3  397  134  174  10,858

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

㈱山善 3,288 迅速流体継手、機械工具、リニア駆動ポンプ他 



Ⅱ 当連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

（単位：百万円）

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。  

(2）有形固定資産 

（単位：百万円）

３．主要な顧客ごとの情報 

（単位：百万円） 

  

前連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

  重要性がないため、記載を省略しております。 

  

当連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日） 

  該当事項はありません。 

前連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日） 

 該当事項はありません。 

日本 北米  東南アジア ヨーロッパ その他  合計 

 16,356  1,755  3,447  1,704  1,413  24,678

日本 北米  東南アジア ヨーロッパ その他  合計 

 10,312  158  245  127  149  10,993

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

㈱山善  3,733 迅速流体継手、機械工具、リニア駆動ポンプ他 

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報



  

 （注）１．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

該当事項はありません。  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 1,744.05

１株当たり当期純利益         円 75.15

１株当たり純資産額 円 1,762.40

１株当たり当期純利益         円 61.47

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（百万円）  1,596  1,306

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  1,596  1,306

普通株式の期中平均株式数（株）  21,248,746  21,248,679

  
前連結会計年度 

（平成23年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成24年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円）  37,222  37,605

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円） 
 163  157

（うち少数株主持分）  (163)  (157)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円）  37,058  37,448

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（株） 
 21,248,706  21,248,650

（重要な後発事象）



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,120 11,212

受取手形 2,043 2,256

売掛金 3,108 3,521

有価証券 2,999 2,999

商品及び製品 1,881 2,293

仕掛品 11 19

原材料及び貯蔵品 141 140

前渡金 14 13

前払費用 42 64

関係会社短期貸付金 50 －

繰延税金資産 284 278

その他 119 155

流動資産合計 21,816 22,956

固定資産   

有形固定資産   

建物 5,894 5,958

減価償却累計額 △1,578 △1,822

建物（純額） 4,316 4,136

構築物 478 406

減価償却累計額 △349 △305

構築物（純額） 129 100

機械及び装置 95 189

減価償却累計額 △84 △92

機械及び装置（純額） 11 97

車両運搬具 18 27

減価償却累計額 △17 △21

車両運搬具（純額） 1 5

工具、器具及び備品 4,837 5,095

減価償却累計額 △4,419 △4,574

工具、器具及び備品（純額） 418 520

土地 2,857 2,857

リース資産 89 143

減価償却累計額 △18 △38

リース資産（純額） 70 105

建設仮勘定 33 161

有形固定資産合計 7,837 7,984

無形固定資産   

ソフトウエア 113 98

その他 14 14

無形固定資産合計 127 112



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 1,020 1,153

関係会社株式 5,119 5,119

従業員長期貸付金 133 129

関係会社長期貸付金 160 －

長期前払費用 26 21

差入敷金保証金 55 56

保険積立金 48 58

繰延税金資産 410 366

その他 72 64

貸倒引当金 △15 △15

投資その他の資産合計 7,030 6,954

固定資産合計 14,995 15,051

資産合計 36,812 38,007

負債の部   

流動負債   

支払手形 51 －

買掛金 836 1,208

リース債務 17 21

未払金 127 155

未払費用 441 514

未払法人税等 787 1,054

未払消費税等 60 －

前受金 5 12

預り金 42 45

賞与引当金 343 354

役員賞与引当金 12 13

その他 19 20

流動負債合計 2,746 3,400

固定負債   

リース債務 52 83

退職給付引当金 936 1,081

役員退職慰労引当金 168 200

資産除去債務 20 21

その他 152 130

固定負債合計 1,331 1,516

負債合計 4,077 4,917



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,850 1,850

資本剰余金   

資本準備金 1,925 1,925

資本剰余金合計 1,925 1,925

利益剰余金   

利益準備金 462 462

その他利益剰余金   

中間配当積立金 0 －

配当平均積立金 220 220

別途積立金 27,800 28,200

繰越利益剰余金 1,267 1,139

利益剰余金合計 29,751 30,022

自己株式 △916 △916

株主資本合計 32,610 32,881

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 123 208

評価・換算差額等合計 123 208

純資産合計 32,734 33,090

負債純資産合計 36,812 38,007



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高 19,694 21,307

売上原価   

製品期首たな卸高 2,198 1,881

当期製品製造原価 11,605 13,439

当期商品仕入高 22 36

合計 13,825 15,357

製品期末たな卸高 1,881 2,293

他勘定振替高 55 30

売上原価合計 11,888 13,033

売上総利益 7,805 8,273

販売費及び一般管理費   

運賃及び荷造費 314 335

広告宣伝費 88 95

販売促進費 592 609

給与手当 1,413 1,431

賞与 188 256

賞与引当金繰入額 246 256

退職給付費用 213 214

役員退職慰労引当金繰入額 31 31

厚生福利費 320 328

減価償却費 384 341

業務委託費 418 425

賃借料 475 460

研究開発費 785 711

その他 931 933

販売費及び一般管理費合計 6,404 6,431

営業利益 1,400 1,842

営業外収益   

受取利息 38 20

有価証券利息 4 9

受取配当金 267 479

為替差益 － 16

地代家賃収入 94 98

その他 18 28

営業外収益合計 423 652

営業外費用   

支払利息 0 －

売上割引 81 89

為替差損 21 －

その他 5 21

営業外費用合計 108 111

経常利益 1,716 2,383

特別利益   

固定資産売却益 1 －

貸倒引当金戻入額 0 －

特別利益合計 1 －



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

特別損失   

固定資産除却損 2 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 13 －

災害による損失 10 4

特別損失合計 27 4

税引前当期純利益 1,690 2,379

法人税、住民税及び事業税 717 889

過年度法人税等 101 515

法人税等調整額 △138 13

法人税等合計 680 1,417

当期純利益 1,010 961



（脚注） 

  

製造原価明細書

    
前事業年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費 ※２  10,505  90.5  12,270  91.3

Ⅱ 労務費    450  3.9  488  3.6

Ⅲ 経費 ※３  646  5.6  688  5.1

当期総製造費用    11,602  100.0  13,447  100.0

期首仕掛品たな卸高    13    11   

計    11,616    13,458   

期末仕掛品たな卸高    11    19   

当期製品製造原価    11,605    13,439   

前事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１．原価計算の方法 

個別原価計算を採用しております。なお、材料費お

よび加工費は予定単価および予定賃率で配賦し、原

価差額は期末（四半期末を含む）において実際原価

に修正しております。 

１．原価計算の方法 

同左 

※２．材料費には、外注加工費 百万円、原材料及び貯蔵

品評価損 百万円が含まれております。 

なお、当社の材料費率が高いのは、外注加工費が含

まれている他に外部から購入している部品も、原材

料と同じく材料費として集計しているためでありま

す。 

30

22

※２．材料費には、外注加工費 百万円、原材料及び貯蔵

品評価損 百万円が含まれております。 

なお、当社の材料費率が高いのは、外注加工費が含

まれている他に外部から購入している部品も、原材

料と同じく材料費として集計しているためでありま

す。 

45

35

※３．経費の主な内訳 ※３．経費の主な内訳 

減価償却費         百万円246

運賃荷造費     百万円100

減価償却費         百万円248

運賃荷造費     百万円143



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 1,850 1,850

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,850 1,850

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 1,925 1,925

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,925 1,925

資本剰余金合計   

当期首残高 1,925 1,925

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,925 1,925

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 462 462

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 462 462

中間配当積立金   

当期首残高 0 0

当期変動額   

中間配当積立金の積立 160 280

中間配当積立金の取崩 △159 △280

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 0 －

配当平均積立金   

当期首残高 220 220

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 220 220

別途積立金   

当期首残高 27,800 27,800

当期変動額   

別途積立金の積立 － 400

当期変動額合計 － 400

当期末残高 27,800 28,200

繰越利益剰余金   

当期首残高 630 1,267

当期変動額   

中間配当積立金の積立 △160 △280



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

中間配当積立金の取崩 159 280

別途積立金の積立 － △400

剰余金の配当 △371 △690

当期純利益 1,010 961

当期変動額合計 637 △128

当期末残高 1,267 1,139

利益剰余金合計   

当期首残高 29,112 29,751

当期変動額   

剰余金の配当 △371 △690

当期純利益 1,010 961

当期変動額合計 638 271

当期末残高 29,751 30,022

自己株式   

当期首残高 △916 △916

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △916 △916

株主資本合計   

当期首残高 31,972 32,610

当期変動額   

剰余金の配当 △371 △690

当期純利益 1,010 961

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 638 271

当期末残高 32,610 32,881

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 123 123

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 0 85

当期変動額合計 0 85

当期末残高 123 208

純資産合計   

当期首残高 32,095 32,734

当期変動額   

剰余金の配当 △371 △690

当期純利益 1,010 961

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 0 85

当期変動額合計 638 356

当期末残高 32,734 33,090



該当事項はありません。 

 役員の異動 

    ① 代表取締役の移動 

       該当事項はありません。 

    ② その他の役員の異動 

      ・新任取締役候補 

      取締役 白井敦（現 執行役員 商品本部長） 

  ③ 就任予定日 

    平成24年６月19日  

  

（4）継続企業の前提に関する注記

６．その他


	ヘッダー3: 日東工器株式会社(6151)平成24年３月期決算短信［日本基準］(連結)　
	ヘッダー4: 日東工器株式会社(6151)平成24年３月期決算短信［日本基準］(連結)　
	ヘッダー5: 日東工器株式会社(6151)平成24年３月期決算短信［日本基準］(連結)　
	ヘッダー6: 日東工器株式会社(6151)平成24年３月期決算短信［日本基準］(連結)　
	ヘッダー7: 日東工器株式会社(6151)平成24年３月期決算短信［日本基準］(連結)　
	ヘッダー8: 日東工器株式会社(6151)平成24年３月期決算短信［日本基準］(連結)　
	ヘッダー9: 日東工器株式会社(6151)平成24年３月期決算短信［日本基準］(連結)　
	ヘッダー10: 日東工器株式会社(6151)平成24年３月期決算短信［日本基準］(連結)　
	ヘッダー11: 日東工器株式会社(6151)平成24年３月期決算短信［日本基準］(連結)　
	ヘッダー12: 日東工器株式会社(6151)平成24年３月期決算短信［日本基準］(連結)　
	ヘッダー13: 日東工器株式会社(6151)平成24年３月期決算短信［日本基準］(連結)　
	ヘッダー14: 日東工器株式会社(6151)平成24年３月期決算短信［日本基準］(連結)　
	ヘッダー15: 日東工器株式会社(6151)平成24年３月期決算短信［日本基準］(連結)　
	ヘッダー16: 日東工器株式会社(6151)平成24年３月期決算短信［日本基準］(連結)　
	ヘッダー17: 日東工器株式会社(6151)平成24年３月期決算短信［日本基準］(連結)　
	ヘッダー18: 日東工器株式会社(6151)平成24年３月期決算短信［日本基準］(連結)　
	ヘッダー19: 日東工器株式会社(6151)平成24年３月期決算短信［日本基準］(連結)　
	ヘッダー20: 日東工器株式会社(6151)平成24年３月期決算短信［日本基準］(連結)　
	ヘッダー21: 日東工器株式会社(6151)平成24年３月期決算短信［日本基準］(連結)　
	ヘッダー22: 日東工器株式会社(6151)平成24年３月期決算短信［日本基準］(連結)　
	ヘッダー23: 日東工器株式会社(6151)平成24年３月期決算短信［日本基準］(連結)　
	ヘッダー24: 日東工器株式会社(6151)平成24年３月期決算短信［日本基準］(連結)　
	ヘッダー25: 日東工器株式会社(6151)平成24年３月期決算短信［日本基準］(連結)　
	ヘッダー26: 日東工器株式会社(6151)平成24年３月期決算短信［日本基準］(連結)　
	ヘッダー27: 日東工器株式会社(6151)平成24年３月期決算短信［日本基準］(連結)　
	ヘッダー28: 日東工器株式会社(6151)平成24年３月期決算短信［日本基準］(連結)　
	ヘッダー29: 日東工器株式会社(6151)平成24年３月期決算短信［日本基準］(連結)　
	ヘッダー30: 日東工器株式会社(6151)平成24年３月期決算短信［日本基準］(連結)　
	ヘッダー31: 日東工器株式会社(6151)平成24年３月期決算短信［日本基準］(連結)　
	ヘッダー32: 日東工器株式会社(6151)平成24年３月期決算短信［日本基準］(連結)　
	ヘッダー33: 日東工器株式会社(6151)平成24年３月期決算短信［日本基準］(連結)　
	ヘッダー34: 日東工器株式会社(6151)平成24年３月期決算短信［日本基準］(連結)　
	ヘッダー35: 日東工器株式会社(6151)平成24年３月期決算短信［日本基準］(連結)　
	フッター3: - 1 -
	フッター4: - 2 -
	フッター5: - 3 -
	フッター6: - 4 -
	フッター7: - 5 -
	フッター8: - 6 -
	フッター9: - 7 -
	フッター10: - 8 -
	フッター11: - 9 -
	フッター12: - 10 -
	フッター13: - 11 -
	フッター14: - 12 -
	フッター15: - 13 -
	フッター16: - 14 -
	フッター17: - 15 -
	フッター18: - 16 -
	フッター19: - 17 -
	フッター20: - 18 -
	フッター21: - 19 -
	フッター22: - 20 -
	フッター23: - 21 -
	フッター24: - 22 -
	フッター25: - 23 -
	フッター26: - 24 -
	フッター27: - 25 -
	フッター28: - 26 -
	フッター29: - 27 -
	フッター30: - 28 -
	フッター31: - 29 -
	フッター32: - 30 -
	フッター33: - 31 -
	フッター34: - 32 -
	フッター35: - 33 -


